
諏訪・永
山沿道エ
リアにお
ける都市
計画変更
の進め方 

 

敷地ごと
の事業化
までの基
本的な進
め方イメ

ージ 

 

■諏訪・永山沿道エリアの方針を踏まえ
た多様なニーズの検証の場イメージ 

■現況敷地・現況法規下に
おける旧南永山小学校で
の短期的な取組例 

 

■諏訪・永山地区沿道エリアの
土地活用イメージ 

・下記６つの視点で 2040 年代を見据えた社会変化を想定します。 

 

   南多摩尾根幹線沿道土地利用方針 

序章 方針策定の背景と目的  

・南多摩尾根幹線（以下、尾根幹線）の全線４

車線化及び公的賃貸住宅の再生などを契

機に、リニア中央新幹線の開業など、周辺の

まちづくり気運の高まりを捉えながら、２０

４０年代での多摩ニュータウン再生に向け

た、新たな尾根幹線沿道のあり方を提示す

ることを目的に本方針の策定を行います。 

第１章 尾根幹線沿道を取り巻く状況 

❸ 災 害 の 激 甚
化・頻発化による
防災性への意識
の 高 ま り 

❹多様な交通モ
ードのシームレ
スな利用の実現 

❺気候危機へ対
応する持続可能
な 社 会 の 構 築 

❻多様なイノベ
ーションの活発

化 

❶少子高齢化・
人口減少社会へ
の 対 応 

❷コロナ禍を契
機とした新たな
価 値 観 の 定 着 

 

 

 

例）次世代交通モードの運行（MaaS 等） 

例）ラストワンマイル配送（ロボット配送等） 

例）空飛ぶクルマの運行    など 

次世代型サービスの実現に向けた道路

運送車両法・道路交通法の規制緩和 

 

 

 

例）道路・都市公園占用許可の円滑化 

例）用途の規制緩和 

例）実証実験に関わる規制緩和 など 

 

 

 

例）再生可能エネルギー技術の導入 

例）施設・街区間でのエネルギー融通 

など 

そ の 他 の 規 制 緩 和 
持 続 可 能 な エ ネ ル ギ ー 

マ ネ ジ メ ン ト の 規 制 緩 和 

・民間事業者主導で現法規制下では実現の難しい事業にチャレンジする場合は、国の規制緩和の動向を注視しな

がら、都とも連携し、「特区制度」などの規制緩和方策などを市として検討します。下記はそのメニュー例です。 

・本方針では、下記に示した沿道を取り巻く課題を

解消しながら、魅力・ポテンシャルを最大限に活か

す方向性を検討します。 

・周辺市と連携し、広域的ニーズを取込みながら、

多摩ニュータウンを支える駅周辺拠点・近隣センタ

ーとも補完し合うことで、尾根幹線沿道にて雇用・

イノベーションや賑わい・情報発信など、新たな価

値を創出します。 

〇社会変化 

〇尾根幹線沿道全体の魅力・課題 〇周辺拠点との機能分担の整理 

〇土地利用転換の進め方 

〇都市計画変更後の諏訪・永山沿道エリアの土地活用イメージ 

〇緩和方策の検討 

・ニュータウンの全体計画及

びプラットフォームでの議

論を踏まえた上で、都市計

画マスタープランに諏訪・

永山沿道エリアの土地利

用の方向性を位置づけ、

都市計画を変更します。 

・なお、創出用地の発生な

どは、社会情勢などにより

変化するため、必要に応じ

追加で都市計画を見直す

など、柔軟に対応しなが

ら、沿道エリアの土地利用

転換を推進します。 

土地活用の検討・条件整理等 民間需要調査・ 
サウンディング調査等 

都市計画条件反映 民間ニーズの反映 

創出用地の公募等 

事業化 

・都市計画変更後の諏訪・永山沿道エリアでは、次世代を見据えた産業・業務、商業機能の誘致や育成を図りなが

ら、既存資源・団地再生とともに新たな付加価値を創り、多摩ニュータウンに住みたい・住み続けたいと感じる

土地利用転換に取り組みます。また、旧南永山小学校は、地域ニーズ・民間ニーズの実証フィールドとして、短期

的な取組を含め、多様な機能を検証します。 

新たな雇用
を生み出す
産業・業務 

車需要を取
り込む集客

施設 
近隣住民・ 
子ども達の 
日常利用 

賑わい・ 
情報発信と
なる交流ス

ペース 

地元企業・
大学等との
イノベーシ

ョン 

スポーツ・
アクティビ
ティ施設 

イベント広
場の貸出ニ
ーズの検証 

スポーツサ
イクリスト
の交流ニー
ズの検証 

出典：多摩ニュータウン リ・デザイン 諏訪・
永山まちづくり計画（平成 30 年 2 月） 

人 口 減 少 へ の 対 応 

車 需 要 の 取 込 み 

用 途 地 域 に よ る 制 限 

土 地 利 用 転 換 へ の 対 応 

商 業 ポ テ ン シ ャ ル 

広 域 ア ク セ ス ポ テ ン シ ャ ル 

住 環 境 ポ テ ン シ ャ ル 

自 然 環 境 ポ テ ン シ ャ ル 

産 業 ・ 業 務 の ポ テ ン シ ャ ル 

沿道を取
り 巻 く 主
な 課 題 

尾 根 幹
線の４車
線化によ
り向上す
る 魅 力 ・
ポテンシ
ャ ル 

１ ４ 

多摩都市モノ
レールの町田
方面の延伸 

橋 本 駅 で の
リニア中央新
幹線の開業 

八王子・日野
市等周辺市の
イノベーション 

沿道での公的賃
貸住宅の再生等 

尾根幹線 
（全長16.5ｋｍ） 

多摩市 多摩ニュータウン 

都市
計画
マス
ター
プラ
ン 

改定
検討 

ニュータウン
再生の全体計
画の考え方の

反映 

諏 訪 ・ 永

山沿道エ

リ ア の 都

市計画の

見直し 

※ 必 要 に

応じ検討 

プラットフォー
ムで議論した

諏訪・永山沿道
エリア将来像の

反映 

諏訪・永

山沿道エ

リアの都

市計画変

更（地区

計画・用

途地域） 

都市計

画マス

タープ

ラン改

定（令

和６～

７年目

途） 

尾
根
幹
線
土
地
利
用
方
針 

概 要 資 料 

 

 

■検討対象位置図 
※尾根幹線沿道の主要な公共用地及び公的賃貸住宅を示した現況図です。 

図で示した用地すべてで、土地利用転換を行うものではありません。 
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近隣センター 

 

尾根幹線沿道 

賑わい・情報発信 雇用・イノベーション 

ヒト・モノ・コトあらゆ
る方面で拠点連携を図

り、互いを補完しながら
新たな価値を創出する 

駅周辺拠点 

多摩地域内の 

周辺市との連携 

広域的なニーズ 

の取込み 

周辺市との
連携 多摩都市モノレール

等 鉄道延伸 

リニア中央新幹線開業 

公的賃貸住宅・ 
分譲住宅の再生 



 
 

・沿道エリアごとの特色を活かした土地利用を誘導するため、地区まちづくり計画との整合を図りながら、公園や施

設、大学等の沿道の既存資源を活かす視点と、学校や住宅エリアへの配慮する視点を沿道エリア別に設定します。 

第２章 土地利用の理念 

⑥イノベーション 
環境 

②暮らしを 
支える機能 

①産業・ 
業務機能 

④賑わい・ 
魅力発信 

③職住近接 
⑤次世代 

交通モード 

公
的
賃
貸
住
宅
の
再
生
に
伴
う
創
出
用
地
等 

広域ポテンシャルの取込みによる次世代を見据えた 
産業・業務、商業機能の誘致や育成を図り、 

多摩ニュータウンにおける新たな付加価値を創造する場 

“再活性化＋持続化”による多摩ニュータウンの再生 

①まちの持続化  ②若い世帯の流入と居住継続 ③活力の集約と循環 

尾
根
幹
線
の
４
車
線
化 

多摩ニュータウンの優れた防災性を基盤に、尾根幹線の広域アクセスポテンシャルを活かした産業・業務の集積 方針 
１ 

尾根幹線の広域集客ポテンシャルを活かした便利で楽しい暮らしを支える機能の充実 方針 
２ 

多摩ニュータウンの住環境ポテンシャルを活かした職住近接を実現する場の形成 方針 
３ 

多摩ニュータウンの自然環境ポテンシャルを活かした体感型の賑わい・魅力発信 方針 
４ 

あらゆる場とヒト・モノ・コトをつなぐ次世代交通モードへの対応 方針 
５ 

多様な主体が連携・融合し、新たな暮らしを創造するイノベーション環境の形成 方針 
６ 

■諏訪・永山沿道エリアの将来像を当面の検討テーマとしたプラットフォームイメージ 

永山駅周辺拠点と尾根幹線
沿道を結ぶ南北軸ゾーン 

※諏訪・永山まちづくり計画で
沿道型地域拠点に位置づけ 

広域ポテンシャ
ルを取り込む尾
根幹線沿道ゾ

ーン 

緑地等 

（川崎市・町田市） 

サービス 

インダストリー地

多摩ニュータウン

市場 

国士舘 

大学 

都立 

永山高校 

本線［4 車線］ 

永山第一 

給食センター 

業務地 
（新住） 

よこやまの道

スタート地点 

周辺団地への配
慮が必要なゾーン 

駅前に相応しい都市機能
が集約された駅周辺拠点 

日常生活サービ
スやコミュニティ
拠点機能を担う
近隣センター 

実証フィールド 
となる旧南永山

小学校 

副道 
※今後検討 

多摩東 

公園 

永山駅周辺拠点 

第４章 新たな土地利用を誘導する戦略 

貝取・豊ヶ丘・南野沿道エリア 
・鎌倉街道に比較的近い 

・大学や SI 地区※との連携 

・多摩ニュータウン市場に近い 

落合沿道エリア 
・大学や公園との連携 

諏訪・永山沿道エリア 
・公園やよこやまの道との連携 

・旧南永山小学校の早期利活用 

・大学や SI 地区※との連携 

※SI 地区とは、サービスインダストリー地区の略 

諏訪・永山沿道エリアのみ、

地区まちづくり計画策定済み 

 

唐木田・鶴牧沿道エリア 
・唐木田駅に近い 

・公共施設との連携 

・集積する防災拠点との連携 

多 摩 市 ニ
ュ ー タ ウ
ン 再 生 方
針を推進 

・尾根幹線沿道では、右に示す

土地利用の理念の下、多摩ニ

ュータウンの特色や沿道ポテ

ンシャルを活かした「産業・業

務機能」「暮らしを支える機

能」を中心に、「賑わい・魅力

発信」、「職住近接の場の形

成」、「次世代交通モードへの

対応」も含めた多様な機能を

導入します。 

・また、多様な主体が連携・融

合する環境を整える「イノベー

ション環境」を中核に据える

ことで、新たな付加価値を創

造し、多摩ニュータウンの再

生を推進します。 

・土地利用の理念を踏まえ、６つの土地利用の方針を設定します。これらの機能が複合、連携することで、一体的な

沿道拠点の形成を誘導するとともに、周辺の団地なども含めることで、本方針の実現を目指します。 

・「諏訪・永山沿道エリアの将来像」を当面の検討テーマに、大学、民間事業者、地域団体等に参加してもらい、議論

を行う場となるプラットフォームの構築を検討します。 

〇土地利用の理念 

〇全体土地利用方針 

〇沿道エリアごとの特色の誘導に向けた視点の設定 

〇新たな土地利用を誘導する戦略の考え方 

〇諏訪・永山沿道エリアの将来像イメージ 

〇諏訪・永山沿道エリアの将来像イメージ 

〇プラットフォームの検討 

●沿道エリアごとに、検討の熟度が異なる 

●地区計画・用途地域により可能用途が限定

●人口減少・with コロナ等で民間事業者が土
地活用に慎重な姿勢 

①市・都・UR・JKK・民間事業者とともに、
2040 年代の将来像を検討 

②地域の声を聴き精査しながら、都市計画
マスタープランへの反映を検討 

③各地区における検討状況等を踏まえて地
区計画及び用途地域の変更を検討 

④上記を踏まえ、土地所有者が土地活用を
検討し、具体の公募等を実施 

上記のモデル的な進め方をベースに、 
他エリアの土地利用転換も検討 

新たな土地 
利用を進め 
る上での主 

な課題 

諏訪永山沿
道エリアで
の検討手順

モデル 

他沿道エリ
アへの展開 

多摩ニュータウンにおける新たな付加価値をリードする 

諏訪・永山沿道エリア 

・諏訪・永山沿道エリアを先行モデルに位置づけ、下記

進め方を想定した土地利用転換の戦略を検討します。 

・諏訪・永山沿道エリアでは、2040 年代の将来像イメ

ージを設定するとともに、様々な主体との対話を行い

ながら、ゾーニング及び方向性を具体化します。 

・将来像イメージで想定する機能は、早期活用可能な旧

南永山小学校を実証フィールドとして検討します。 

３ 

第３章 土地利用方針 

２ 

土地利用の

理念 

■市民の声をプラットフォームへ届ける体制イメージ 

プラットフォーム 市民 多摩市 

検討経過報告 

市民の声を報告 

対話 

（説明会・ＷＳ等） 

 

プラットフォーム 多摩市ニュータウン
再生推進会議 

 
＜委員＞ 
・学識経験者 
・都 
・UR 
・JKK 
・公募市民 
・市 
＜専門委員＞ 
・京王電鉄㈱ 
・新都市センター

開発㈱ 
・小田急電鉄㈱ 

尾根幹線沿道土地活用の議論の場 

＜当面の検討テーマ＞ 
“諏訪・永山沿道エリア”の将来像 

参加 

 

大学 

民間 

事業者 

地域 

団体 
等 

多摩市 都・ＵＲ・ 
ＪＫＫ 連携 

議論の場の設
定・民間事業者

らへの周知 
意見集約 

コーディ 
ネート 

アドバ 
イス 

報告 


